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I．はじめに

2011 年の東日本大震災のような大規模自然災害は，短期的のみならず長期的な社会経済的な減

少的効果をもたらす。短期においては，経済におけるすべての経済主体 ( 企業，家計，中央政府・

地方政府等 ) が，災害発生前の経済状況にできるだけ近い状況に復旧しようとするという行動は

適切であるように思われる。この状況を叙述するために，2005 年の日本の地域間産業連関表を用

いて分析を行う (Okuyama, et al., 1999, Okuyama & Chang 2004)。 

本稿の目的は，2005 年の日本の地域間産業連関表により，自然災害一般に関する生産ショッ

クとインフラショックの経済インパクトを研究することである (Oosterhaven, Bouwmeester and 

Nozaki , 2013)。

　本稿の基本的着想は，仮説的抽出法により大規模災害後に生じる短期的経済変動パターンを把

握することである。仮説的抽出法は，仮に当該経済からある産業（あるいは地域）が「抽出」さ

れたとした場合に，当該経済の総産出が仮設的にどれほど減少するであろうかということを評価

する方法である。当該産業を抽出することにより，その産業による他地域からの購入 ( すなわち，

後方連関 )，およびその産業から他地域への販売（すなわち，前方連関）が，消去される，ある

いは地域購入および地域販売から他地域および外国との移輸出入に仮設的に転換される (Schultz, 

1977; see also Paelinck et al., 1965, Strassert, 1968) 。

倉田他 (2013) は，東日本大震災の岩手県沿岸地域の震度曝露量の推計に対して，岩手県産業

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．仮説的地域抽出法

Ⅲ．日本の地域間産業連関表を用いたシミュレーション結果

　Ⅲ－１. 自然災害による生産減少による生産ショックのシナリオ

　Ⅲ－２. 自然災害の発生によるインフラ・ショックのシナリオ

Ⅳ . 結論と政策的含意

岐阜経済大学論集 51 巻 1 号（2017 年）

23

日本の地域経済における生産ショック・

インフラショックの地域間インパクト

：仮説的地域抽出アプローチ



－ 2 －24

連関表を用いて仮説的抽出法を適用した。山崎・曽根 (2014) は，『中部圏地域間産業連関表 (2005

年版 )』に依拠して，産業のサプライチェーンを明示的に考慮した「応用一般均衡モデル」(Com-

putable General Equilibrium Model) を作成したうえで，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県の 4

県が，想定される「南海トラフ巨大地震」に相当する巨大地震動の被害を受けた場合の，各県の

産業の影響 ( および経済被害 ) について計量的に分析を行った。

本稿では，2005 年の日本の地域間産業連関表により，災害発生前の地域経済と災害発生後の地

域経済の比較を行う目的で，仮説的地域抽出アプローチが用いられる (Oosterhaven, et al., 2013; 

Dietzenbacher, et al.,1993,and Sonis and Oosterhaven,1996)。

第 2 節において，仮説的地域抽出モデルを提示する。第 3 節は，ベースシナリオ (災害発生前経済 )

としての 2005 年の日本の地域経済に対する一連の仮説的ショックの結果を比較する。第 4 節にお

いて，本稿における結論と政策的含意を示す。

Ⅱ .　 仮説的地域抽出法

R 地域 n 部門モデルにおいて，総産出は以下のようになる。

x = [ I－A  ] －１ f.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)

x : 完全な R 地域 n 部門の総産出，A : 完全な R 地域 n 部門の交易係数， f : 完全な R 地域 n 部門

の最終需要。

上述したモデルは良く知られたレオンチェフ・モデルである。

Dietzenbacher et al. (1993) において，仮設的抽出法が地域の連関を測るために適用されうるとい

うことが示された。地域間産業連関表の枠組みにおいて，ある特定部門の代わりに，ある特定地

域全体を仮説的に抽出した (Dietzenbacher and Van der Linden, 1997, 237)。

仮説的地域抽出アプローチの目的は，仮に当該経済からある地域が「抽出」されたとした場合

に，R 地域 n 部門経済の総産出が仮説的にどれほど減少するであろうかということを評価するこ

とである。はじめに，これは地域間交易係数行列 A から地域 r における n 個の行と列を消去する ( ゼ

ロに置き換える ) ことによって計算される。

　自然災害の生産減少による財・サービスの取引の減少額が他地域における他の産業部門に中間

財の取引のパーセンテージで配分されており，自然災害による生産減少を被った地域の地域購入

額および地域販売額から災害による被害を被っていない他地域における移輸出入に仮説的に変換

される 1)。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)

ここで　 　　　　　　は，r 番目の地域から他地域へ配分された交易係数である。
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地域 r の生産活動が存在しない (R-1)n x (R-1)n 部門について　　 ，および対応する減少した最

終需要ベクトルについて　　を用いて，「減少した」地域経済における総産出は，以下のように描

くことができる。

                                   　　　　　　　　　　　　　　　　 (3)

      

                                               　　　　　　　　　　　　　(4)

　  : r 番目の地域から他の地域へ配分された最終需要の列ベクトル。

                                     　　　　　　　　　　　　　　　   (5)

　 :n 部門の最終需要，　　　: 災害発生後のケースにおける n 部門の最終需要，

 　　: 災害発生前のケースにおける n 部門の最終需要。

R 個のすべての地域を持つ経済の生産額と r 番目の地域が削減された経済の生産額の間の差は，

以下のように表現される。

                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (6)

　　　　　　　　

　　　　　　　　は，もし地域 r が消失した場合における経済の変化の集計的測度である (Miller 

and Blair, 2009, 563; Dietzenbacher and van der Linden, 1997 参照 )。100 ×総経済活動のパーセ

ンテージの推計を総産出で割った標準化比率は，

 　　　　　　　　　　　　　である (Miller and Blair 2009, 563 参照 )。

災害発生前の経済構造を表すベース・シナリオが 2005 年の日本の地域間産業連関表と同一であ

ると想定する。 我々は，以下の 2 つのシナリオについてシミュレーションを行う。

1)　地域ｒのすべての産出をゼロにする生産ショック

 
　このシナリオは日本の 9 地域について適用される。現実には，大規模災害による生産ショック

は一部の産業の生産能力を部分的に消失させるに過ぎない。しかしながら，我々のモデルの妥当

性を検証するために，極端なシナリオを用いることはより現実的な，あまり極端ではないシナリ

オよりもより明らかな結果が導かれるであろう (Oosterhaven, et al.,2013, p.5)。
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2)　地域 r から地域 s までのすべての輸送をゼロにするインフラ・ショック :

　日本の 9 地域について，地域 r の中で災害が発生した場合に途絶される地域間関係 rs の組み合

わせを定義する。

実際には，インフラ・ショックの極端な 9 つのケースが以下のように想定される：

北海道 => 東北，東北 => 北海道 ,　東北 => 中部，関東 => 近畿 , 中部 => 中国，近畿 => 四国，

中国 => 九州 , 九州 => 沖縄 , および 沖縄 => 九州である。

　我々がすべての 81 通りから仮説的インフラ・ショックの上述した 9 通りのリンクを選択する理

由は，端点のケースが逆方向の組み合わせであること ( すなわち，北海道⇒東北，東北⇒北海道，

九州⇒沖縄，および沖縄⇒九州 )，および他のケースが，代表的なケースとして，2 つの開放リン

クとそれに囲まれた地域によって構成されているからである。

Ⅲ .   日本の地域間産業連関表を用いたシミュレーション結果

我々はまず，災害が起こる以前の短期均衡 ( ベース・シナリオ ) を論じる。

2005 年の日本の地域間産業連関表において，災害発生前の日本経済を以下のように要約すること

ができる。

　地域の付加価値から地域最終需要を差し引いた差額がプラスの地域は，関東，中部，近畿，お

よび中国地域である。さらに，地域の付加価値から地域最終需要を差し引いた差額がマイナスの

地域は，北海道，東北，四国，九州，そして沖縄地域である。

Ⅲ－１. 自然災害による生産減少による生産ショックのシナリオ

北海道から沖縄までの 9 地域それぞれについて，完全な生産停止を伴う災害発生後の短期均衡

は，以下のような特徴を有する。

例えば，北海道に対する生産ショックにおいて，東北から沖縄までの災害の被害を被っていない 8

地域の経済は，北海道における生産の損失を補うために減少しない。

同様に，他の 8 地域 ( 東北，関東，中部，近畿，中国，四国，九州，沖縄 ) に対する生産ショッ

クにおいても，北海道に対する生産ショックのケースと同様に，災害の被害を被っていない地域

の経済は減少しない。
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表１(a). 災害発生前のベース・シナリオと生産ショックによる９地域シナリオ 

単位 : 百万円
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表１(b). 生産ショックの９シナリオの総産出の変化のパーセンテージ

単位 : %

特に，極端なケース，関東，中部，および近畿において，これらの 3 つの地域に対して災害の

被害を受けていない他の 8 地域の経済の生産額は他の生産ショックのケースよりも極端に増加す

る。なぜならば，これら 3 つの地域の経済活動の大きさが巨大であるからである。

災害の被害を受けていない地域における地域輸入率は外生的である。さらに，災害の被害を受

けていない地域の地域付加価値率もまた外生的である。

　最終需要の輸入率は，災害発生前と災害発生後の経済を比較して，地域最終需要の変化率に比

例的に変化すると想定されている。

Ⅲ－２. 自然災害の発生によるインフラ・ショックのシナリオ

インフラ・ショックの極端な 9 つのケースが以下のように想定される： 

北海道 => 東北，東北 => 北海道 ,　東北 => 中部，関東 => 近畿 , 中部 => 中国，近畿 => 四国，

中国 => 九州 , 九州 => 沖縄 , および 沖縄 => 九州である。
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我々がすべての 81 通りから仮説的インフラ・ショックの上述した 9 通りのリンクを選択する理

由は，端点のケースが逆方向の組み合わせであること ( すなわち，北海道⇒東北，東北⇒北海道，

九州⇒沖縄，および沖縄⇒九州 )，および他のケースが，代表的なケースとして，2 つの開放リン

クとそれに囲まれた地域によって構成されているからである。他方において，仮説的な地域間リ

ンクの上述した 9 つのシナリオはモデルに対して検証される。現実には，インフラショックは我々

が仮定するようには全体としては決して生じないであろう。しかしながら，より明示的な結果を

導くために，上述の 9 通りの地域間リンクのケースを選択した。

表２(a). 災害発生前のベース・シナリオとインフラ・ショックの仮説的９ケース 

単位 : 百万円
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北海道⇒東北のリンクに対する仮説的なインフラ・ショックの場合に，災害の被害を受けてい

ない東北⇒北海道，および他のすべての仮説的なリンクは，北海道⇒東北のインフラの損失を補

償するために，経済取引は減少しない。さらに，他の仮説的なインフラ・ショックのシナリオ ( 東

北 => 中部，関東 => 近畿，中部 => 中国，近畿 => 四国，中国 => 九州，九州 => 沖縄および沖

縄 => 九州 ) においても，災害の被害を受けていない地域の経済取引は減少しない。

表２(b) インフラショックの９シナリオの総産出の変化のパーセンテージ            

単位 :％

最終需要の輸入率は，災害発生前と災害発生後の経済を比較して，地域最終需要の変化率に比

例的に変化すると想定されている。さらに，災害の被害を受けていない地域の輸出額は増加を示す。
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　〔注釈〕

 1)   地域抽出モデルに関して，Dietzenbacher, et al.(1993), 玉村・内田・岡本 (2003) を参照。

　〔参考文献〕

稲田義久，入江啓彰，島章弘，戸泉巧 (2011),「東日本大震災による被害のマクロ経済に対する影響―地震・津波・

　　原発の複合的被害」KISER REPORT No.6. 　
　　http://www.apir.or.jp/ja/research/files/2013/03/174.pdf

Ⅳ .   結論と政策的含意

我々は自然災害による仮説的なショックである生産ショックとインフラ・ショックによるイン

パクトを計測することにより，仮説的地域抽出アプローチを検証した。

9 地域それぞれにおける生産ショックにおいて，災害の被害を被っていない地域の経済は被災

地域の経済の落ち込みを補償するために減少しない。さらに，他の 8 地域に対する生産ショック

においても，災害の被害を被っていない地域の経済は被災地域の経済の落ち込みを補償するため

に減少しない。災害の被害を受けていない地域における地域輸入率は外生的である。さらに，災

害の被害を受けていない地域の地域付加価値率もまた外生的である。最終需要の輸入率は，災害

発生前と災害発生後の経済を比較して，地域最終需要の変化率に比例的に変化すると想定されて

いる。

9 通りのインフラ・ショックによって被害を被ったリンクにおいて，最終需要の輸入率は，災害

発生前と災害発生後の経済を比較して，地域最終需要の変化率に比例的に変化すると想定されて

いる。さらに，災害の被害を受けていない地域の輸出額は増加を示す。

政策的含意として次のことに言及することができる。すなわち，大規模災害発生後の復興経

済政策は，被災地域における経済活動の復興に対して，深刻な影響を及ぼすであろう (Schnell & 

Weinstein, 2012)。さらに，大規模自然災害，たとえば地震や津波は，製造業などの基幹産業に災

害発生後の経済状況の深刻な落ち込みをもたらすであろう。災害発生によるサプライチェーンの

途絶と災害発生後におけるその再編成の動きは，地域産業構造に深刻な影響をもたらす (Leckciv-

ilize, 2012)。

そのような深刻な状況から回復するために，経済におけるすべての経済主体 ( 企業，家計，中

央政府・地方政府等 ) が，災害発生前の経済状況にできるだけ速やかに復旧・復興しようとする

という行動は適切であり，我々がとりうるすべての政策手段を動員しなければならない。
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〔付録〕

図 A1. 日本の地域間産業連関表における地域区分

R1. 北海道

R2. 東北 ( 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島 )
R3. 関東 ( 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川，新潟，山梨，長野，静岡 )
R4. 中部 ( 富山，石川，岐阜，愛知，三重 )
R5. 近畿 ( 福井 , 滋賀 , 京都 , 大阪 , 兵庫 , 奈良 , 和歌山 )
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R6. 中国 ( 鳥取 , 島根 , 岡山 , 広島 , 山口 )
R7. 四国 ( 徳島 , 香川 , 愛媛 , 高知 )
R8. 九州 ( 福岡 , 佐賀 , 長崎 , 熊本 , 大分 , 宮崎 , 鹿児島 )
R9. 沖縄

表における記号の意味は以下のとおりである。

R_n,I_i: 地域 n(n=1,…,9), 産業 i(i=1,..,3)
m_n: 産業 n における輸入額

e: 輸出額

表 A1. 地域間産業連関表の産業部門 (12 部門表を 3 部門に集約 )

産業

I1 農林漁業

I2 鉱業 , 飲食料品，金属製品，機械，その他の製造業 , 建設業

I3 公益事業 , 商業 , 運輸 , 金融・保険・不動産業 , 情報・通信 , サービス業
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